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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、南アジアのなかでも女性の労働参加率が低いパキスタンで、それを
妨げる規範的障壁の度合い、障壁を下げうる要因を探り、労働参加を促す政策含意を得ることである。その切り
口として、社会規範、具体的には女性を親族以外の男性から隔離するパルダの慣習に焦点を当てる。南アジアで
はパルダの逸脱は一家の恥であるとの意識が根強く、女性はパルダを守ることで結婚市場における価値を維持す
る一方、就業機会を逃している。本研究では、家計調査により収集したデータをもとに、パルダの強度とパルダ
の逸脱費用を計測し、ミクロ計量経済学的な手法を用いて結婚市場における花嫁の価値と女性の労働参加との関
係を明らかにする。

研究成果の概要（英文）：This study aims to investigate the level of normative barriers that prevent 
female labor force participation (FLFP) in Pakistan, where the FLFP rate is the lowest among South 
Asian countries, and to explore the factors that could lower them, and eventually to lead to policy 
implications enhancing FLFP. We focus on the social norm, specifically purdah practice (i.e., 
practice of female segregation from non-relative males). In South Asia, violating purdah is 
considered a shame for the entire family. While women can maintain value as a bride in the marriage 
market by observing purdah, they lose income-generating opportunities. This study conducted a unique
 household survey to collect data to measure the level of purdah practice, and the costs of 
deviating from purdah, and aims at empirically revealing the association between the bride's value 
in the marriage market and her working status.

研究分野：開発経済学　家族経済学　人口経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
結婚市場と女性の労働参加との関係を解明する実証研究は乏しい。本研究は南アジアのなかでも女性の労働参加
率が低いパキスタンで、パルダの強度・逸脱費用を計測し、結婚市場における花嫁の価値と女性の労働参加との
関係を実証的に明らかにした。本研究の成果は、パキスタンの女性の労働参加を促進させる、ひいてはパキスタ
ンの経済発展・女性の貧困削減につながる政策提言につながるものと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 女性の労働参加(Female Labor Force Participation: FLFP)は経済成長・貧困削減を達成する
ために重要であるとして注目されている(World Bank 2011; Duflo 2012)。途上国のなかでも
FLFP率が低いインドやパキスタンなどの南アジア諸国では、いかに FLFPを促進するかは重
要な政策課題である。これまでのインドにおける FLFPの研究では、実質賃金の上昇が FLFP
に与える影響が小さいことが知られている。なぜ金銭的利益が FLFPを促進しないのか、大き
な要因にパルダの慣習が指摘されてきた。女性が男性に混じって外で働きパルダを逸脱するこ
とは一家の恥であるとの考え方が規範的障壁となって FLFP を妨げていると考えられてきた。
とりわけパキスタンではその傾向が強く、縫製工という途上国一般に FLFPが進んでいる職種
ですら、8割を男性が占めるという現状である(Makino 2014)。 
 しかしながら、パルダが一律に FLFPを妨げているわけではなく、いかに規範的障壁となっ
ているのか、その実態は明らかになっていない。例えば、パキスタンと同様にパルダの慣習が
あるバングラデシュでは、縫製工の 8割は女性である。女性はパルダを守ることで結婚市場に
おける価値を維持していることが一可能性として考えられるが、パルダの逸脱が一律に結婚市
場における価値を下げるわけではないようである。例えば教員としての FLFPは受け入れられ
ているが、仮に女子校で働く場合でも男性とのコンタクトは多少あると思われるところ、その
ような労働環境がパルダの逸脱費用にどのような影響を与えているのかは厳密に実証されてい
ない。 
 
＜参考文献＞ 
① Makino, M. (2014). Pakistan: Challenges for Women’s Labor Force Participation. In T. 

Fukunishi & T. Yamagata (Eds.), The Garment Industry in Low-Income Countries: An 
Entry Point of Industrialization (pp. 132-176). Hampshire UK: Palgrave Macmillan.  
② Duflo, E. (2012). Women Empowerment and Economic Development. Journal of 

Economic Literature 50, 1051-1079. 
③ World Bank. (2011). World Development Report 2012: Gender Equality and 

Development. Washington, DC: World Bank. 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、南アジアのなかでも女性の労働参加率が低いパキスタンで、それを妨げる
規範的障壁の度合い、障壁を下げうる要因を探り、労働参加を促す政策含意を得ることである。
その切り口として、社会規範、具体的には女性を親族以外の男性から隔離するパルダの慣習の
強さと、その逸脱費用に焦点を当てる。南アジアではパルダの逸脱は一家の恥であるとの意識
が根強く、女性はパルダを守ることで結婚市場における価値を維持する一方、就業機会を逃し
ているのではないかということを仮説として立てる。 
 その仮説を実証するため、家計調査により収集したデータを基に、ミクロ計量経済学的な手
法を用いて結婚市場における花嫁の価値と FLFPとの関係を明らかにする。また、パルダの強
度とパルダからの逸脱費用も計測する。 
  
３．研究の方法 
 本研究は、パキスタン・パンジャーブ州における家計レベルの独自データ収集(規模 856
世帯)および実証分析を中心に実施した。調査対象世帯は、パルダ逸脱費用の計測、結婚市場に
おける花嫁の価値と FLFPとの関係を明らかにするという研究目的のため、15歳から 30歳の
未婚の女性がいる家計とした。また過去の調査から、パキスタン農村において、FLFP 世帯は
貧困世帯であることが分かっていたため、調査対象世帯を土地なし層および 5エーカー以下の
土地所有層に限った。調査対象世帯のサンプリング(各村 16世帯を層化無作為抽出)は、就業女
性のいる世帯(6)、就業女性のいない家計(10)とした(カッコ内は各層の抽出数)。また、FLFPの
なかでも、教員というステータスは特殊であることが過去の調査から分かっていたため、女性
教員のいる世帯が必ずサンプルに入るようにした。具体的には村に女性教員が 5人以上いる場
合には、上記の就業女性のいる 6 世帯のうち、2 世帯は女性教員世帯からサンプリング、そう
でない場合は 1世帯を女性教員世帯からサンプリングするようにした。 
まず、パルダの強度を測る指標として、質問票には女性の自立や行動の自由を問う問題を具
体的な外出項目(例えば近所の親戚を訪ねる自由)ごとに聞くこととした。 
次に、働いてもよい最低賃金(留保賃金)をパルダ逸脱費用として計測することを試みた。留
保賃金は例えば工場労働では高いが教職では低いなど、職種により異なることが推測されたた
め、質問票では職種ごとの表明選好を聞くことでこれらの差異を確かめることとした。 
さらに、質問票には、結婚市場の競争環境を測る外生的な指標を構築するための質問を盛り
込んだ。具体的には、過去のパキスタン家計調査で 4 割が村内婚、7 割がイトコ婚であったよ
うに(牧野 2014)、同族婚の慣習があることが判明しているため、村内の同カースト(ビラーダリ
ー)もしくは結婚が可能なカーストに所属する適齢期の男性・女性の数、イトコの数が競争環境
を決定すると考え、これらを質問票に入れた。 
 また質問票では、結婚市場における女性の価値を測る質問を盛り込んだ。具体的には、パキ
スタンの結婚においては、婚資の慣習があることから、その期待値を聞いた。ダウリー(結婚持



参金)と異なり、婚資については花嫁の価値を反映するという点についてコンセンサスがあるた
めである(Anderson 2007; Ashraf et al. 2015)。ダウリーについては、コンセンサスがない、もしく
はコンテクストによって花嫁の価格であるか、生前贈与ないしは嫁入り道具であると考えられ
ている(Makino 2019)。仮にダウリーが花嫁の価値を反映するものであるとすると(家族固定効果
をコントロールしたうえでならそのように解釈することが可能であると考える)、FLFP により
結婚市場における女性の価値が下がるならば、ダウリー期待値は上がるだろうし、逆に女性の
価値はそこまで下がらずむしろ評価されるならば、パルダ逸脱費用を相殺するかたちで、ダウ
リー期待値が下がるだろうと推測できるため、ダウリー額と FLFP との関係も重要なリサーチ
クエスチョンであると考えられる。よって、ダウリー期待値等の質問も盛り込んだ。 
 
＜参考文献＞ 
① Anderson, S. (2007). The Economics of Dowry and Brideprice. Journal of Economic 

Perspectives 21, 151-174.  
② Ashraf N., Bau N. & Voena A. (2015). Bride Price and the Returns to Education for 

Women. Cambridge, MA: Harvard University. Available from 
https://scholar.harvard.edu/nbau/publications/bride-price-and-returns-education 
[Accessed 15 December 2015]. 
③ Makino M. (2019). Marriage, Dowry, and Women’s Status in Rural Punjab, Pakistan. 

Journal of Population Economics 32, 769-797. 
 
４．研究成果 
(1) パルダの強度について 
 本研究では、女性の自立や行動
の自由を問う質問によって、パル
ダの強度を計測することにした。
具体的には、妻が近所の診療所、
村内の親戚・友人、村外の親戚・
友人、近所の店に行く際に、夫の
許可が必要であるかどうかを聞
いた。女性の行動の自由の度合い
は図 1 のとおりである(許可が必
要であれば各変数＝値 1)。図 1
によると、村内の親戚・友人を訪
れる際に夫の許可が必要な女性
はそれほど多くないが、村外の場
合は 3 割以上の女性が夫の許可
が必要であると答えている。パキ
スタンでは村内婚が多くみられ
ることからも、村内は一つの家の
ような感覚でパルダの規範が緩くなるのかもしれない。パルダとは、実際に親族以外の男性と
接触する機会があるかどうかではなく、規範的な概念であることが分かる。また、パルダを厳
格に守るかどうかも、家庭によって異なることが分かる。 
 
(2) パルダ逸脱費用と留保賃金
について 
 働いてもよい最低賃金(留保賃
金)をパルダ逸脱費用として計測
することを試みた。図 2 は、15
歳から 30歳までの未婚の女性に
工場、農業労働者、家政婦、私立
校教員、公立校教員として働いて
もよい月額最低賃金を聞いた平
均値である。実際、工場で働いて
もよいという最低賃金と、教員と
して働いてもよいという最低賃
金では、前者の方が圧倒的に高か
ったため、留保賃金をパルダ逸脱
費用と解釈してもよさそうであ
る。しかしながら、公立校の教員
は競争率も高く、農村では理想の
職種であることに鑑みると、私立
校の教員より公立校の教員の方
が留保賃金が高い回答になった

Figure 1. Wives’ freedom of mobility (2014 PKR) 
The variables take the value 1 when the wife has to ask her 
husband’s permission to go to each place. 

Figure 2. Reservation wage (2014 PKR)  
The question asks the unmarried daughter of the household “At 
how much minimum monthly wage are you ready to work as each of 



ことは、留保賃金を理解して答えたというよりは、現実の市場賃金を参考に答えた側面も否定
できない(図 3)。留保賃金は表明選好であるために、技術的に答えにくく、情報の精度を上げる
ことができなかったと考える。これは今後の改善課題としたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 3. Average yearly earnings by unmarried daughter’s occupation (2014 PKR) 
 
(3) FLFPと結婚市場における女性の価値に関する推定結果 
 FLFP によって、結婚市場における価値が下がるのか、という問いについて、FLFP と婚資
期待値との関係を推定した。FLFP
は明らかに内生変数であるため、
FLFP については操作変数法によ
って統計的な処理を施した推定も
行ったが、操作変数(就業している
親戚の女性数)については議論の余
地もあることから、ここでは家計固
定効果を用いた推定結果を示す(表
1)。家計固定効果を用いていること
から、推定は、姉妹のうちどちらか
が就業している場合に、婚資とダウ
リーの期待値に差が出るかを表し
ていると理解してよい。つまり、家
庭内のリベラル度やジェンダー規
範といった、FLFPと婚資もしくは
ダウリー期待値に同時に影響を与
えそうな観察されない特徴をコン
トロールしたうえでの推定である。 
推定結果をみると、姉妹のうちい
ずれかが教員であると婚資期待値
が上がることから、教員としての就
業は結婚市場で評価されているこ
とが分かる。すなわち、教員として
の就業した場合のネットでみたパ
ルダ逸脱費用はマイナスであることが分かる。教員以外の就業でも、統計的に有意ではないが
符号がプラスであることから、パルダ逸脱費用は無視してよいとみなすことができるだろう。
また、FLFP とダウリー期待値との関係をみると、統計的に有意ではないがプラスであること
から、FLFP によってパルダ逸脱費用が発生していると解釈することができるだろう。ただ、
その費用はそれほど高くなく、婚資期待値で測られる花嫁の価値を相殺するほどではないこと
が分かる。 
上記の推定結果は調査対象家計の平均であるが、家計によってバラつきがあることも当然予
想できる。そこで、家庭内のパルダの強度によって、未婚女性の就業が婚資およびダウリー期
待値にどのような差異をもたらすかも推定した(表 2)。具体的には、未婚女性の FLFP もしく
は所得とパルダを厳格に守る家庭であることを表す変数との交差項を入れて推定を行った。パ
ルダを厳格に守る家庭を表す変数は、妻が外出するにあたって夫の許可が必要である場合に値
1、許可が要らない場合に値 0 をとるよう作成した。表 2 をみると、パルダの慣習を厳格に守
っている家庭では、娘の FLFPはダウリー期待値を有意に上げる、つまり、パルダ逸脱費用が
高くなることが分かる。娘の FLFPは、パルダを厳格に守っていない家庭では逸脱費用はマイ
ナス、つまり FLFPが結婚市場で評価されているといえるが、厳格に守っている家庭ではその



評価と同じ程度の逸脱費用
が生じていることが分かっ
た。 
ところで、本研究では、結
婚市場における競争力を測
る指標も作成した。具体的に
は、イトコ婚が圧倒的に多い
ことから、婚姻可能なイトコ
の数を聞き、結婚市場の競争
度を測った。当初、結婚市場
が花嫁からみて逼迫してい
る場合、つまり花婿候補の数
が比較的少ない場合、婚資期
待値は上がり、ダウリー期待
値は下がることを仮説とし
て立てた。しかし、この指標
は婚資およびダウリー期待
値と有意な関係がみられな
かったことを付記しておく。 
以上の推定結果から分か
ったことは、パルダの強度は
家庭によって大きく違いが
あること、パルダ逸脱費用は
平均するとそれほど高くな
いこと、とりわけ教員として
の FLFPは結婚市場ではむしろ評価されていること、一方で、パルダを厳格に守る家庭では逸
脱費用が高いことである。また、教員としての FLFPがパルダの逸脱とはみなされていないこ
と、村内では女性の行動の自由があることから、パルダとは物理的に親族以外の男性と接触す
る機会があるかどうかではなく、規範的な概念であることが分かる。このような社会規範のな
かでは、個人や各家庭の嗜好ではなく、周囲の人々がどう考えるかが個人の意思決定において
重要な役割を果たしていることが多い。とりわけ、労働市場と結婚市場における意思決定が切
り離せない場合には、後者は相手のある問題だけに、社会規範の影響が大きくなるだろう。ま
た社会規範がある一定の方向に動けば、人々の意思決定に劇的な変化をもたらしうる。本研究
は、南アジアにおいて FLFPを促進するためには、個人や家計単位だけではなく、むしろ社会
規範をより考慮する重要性を示している。 
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